
為替週間展望＝ドル円は底堅い動きを継続か

　　　　　　　　　　［４月２７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 20 日～ 4 月 24 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  158.58   159.84(23)    158.46(20)    159.67   +1.03

ユーロ・ドル  1.1770   1.1791(21)    1.1669(23)    1.1680   -0.0085

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    59,716.18    +1240.28     日本10年債利回り   2.439   +0.015

ダウ平均株価    49,310.32     -137.11     米10年債利回り     4.324   +0.076

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２７日　日本２月景気動向指数改定値

２８日　日本３月雇用統計、日本３月有効求人倍率

　　　　日銀金融政策決定会合（２７～２８日）政策金利

　　　　植田日銀総裁記者会見

　　　　米２月住宅価格指数、米２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米４月消費者信頼感指数

２９日　豪３月消費者物価指数、豪第１四半期消費者物価指数

　　　　独４月消費者物価指数速報値

　　　　米３月耐久財受注速報値、米３月住宅着工・許可件数

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

３０日　日本３月小売業販売額、日本３月鉱工業生産指数速報値

　　　　中国４月製造業ＰＭＩ

　　　　中国４月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ

　　　　スイス４月ＫＯＦ先行指数

　　　　独４月雇用統計、独第１四半期ＧＤＰ速報値

　　　　ユーロ圏第１四半期ＧＤＰ速報値

　　　　ユーロ圏４月消費者物価指数速報値、ユーロ圏３月雇用統計

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　カナダ２月ＧＤＰ

　　　　米３月個人所得・支出、米新規失業保険申請件数

　　　　米第１四半期雇用コスト指数、米第１四半期ＧＤＰ速報値

　　　　米３月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数

　　　　米４月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米３月景気先行指数

１日　　日本４月東京都区部消費者物価指数

　　　　豪第１四半期生産者物価指数

　　　　スイス３月小売売上高

　　　　米４月製造業ＰＭＩ

　　　　米４月ＩＳＭ製造業景況指数

　　　　米７月中古住宅販売件数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米国とイランは停戦合意や戦闘の終結に向けた協議の動向に左右さ

れる。引き続き米国とイランを中心とする中東関連のニュースヘッドラインに振り回さ
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れる展開となろう。ただ、ドル円は上下にあまり極端な値動きを見せるとは想定しにく

く、最近のレンジ内を中心とする値動きが見込まれるとした。

　　　　

【ドル円は底堅いが１６０円手前では伸び悩む】

　ドル円は１７日に１５７円台半ばまで下落した後は、１５９円台まで値を戻してい

る。米国とイランの和平協議の行方が不透明なことや、一時的な開放報道があったもの

のホルムズ海峡の封鎖懸念が根強いことなどから、「有事のドル買い」が優勢となり、

緩やかな上昇を見せた。

　　

　米国とイランの戦闘終結に向けた動きは出口が見えず、金融市場はニュースヘッドラ

インに振り回されやすい展開が続いている。ホルムズ海峡は封鎖が続いており、有事の

ドル買いの動きからドル円は底堅い推移を見せている。なお、１６０円に接近すると介

入警戒感から上値を抑えられやすい展開が続いている。

　　

【中央銀行ウィーク】

　４月２０日の週に予定される日米の経済指標やイベントは、２７日に日本２月景気動

向指数改定値、２８日に日本３月雇用統計、日本３月有効求人倍率、日銀金融政策決定

会合（２７～２８日）政策金利、植田日銀総裁記者会見、米２月住宅価格指数、米２月

Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米４月消費者信頼感指数、２９日に米３月耐久財受

注速報値、米３月住宅着工・許可件数、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）政策金利、

パウエルＦＲＢ議長記者会見、３０日に日本３月小売業販売額、日本３月鉱工業生産指

数速報値、米３月個人所得・支出、米新規失業保険申請件数、米第１四半期ＧＤＰ速報

値、米３月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数、米４月シカゴ購買部協会景気指数、米３

月景気先行指数、１日に米４月製造業ＰＭＩ、米４月ＩＳＭ製造業景況指数などがあ

る。

　　

　４月２７日の週は「中央銀行ウィーク」となっている。日銀金融政策決定会合は２８

日に政策金利の発表や植田総裁の記者会見を控えている。今回、政策金利は据え置きの

見通しが濃厚となっている。また、今回は「経済・物価情勢の展望（展望レポート）」

が公表される回となっており、物価見通しを上方修正して次回以降の利上げを示唆する

ような前向きな姿勢が示されるかが注目される。

　　

　市場の関心は早くも６月会合での利上げに移っており、植田総裁が記者会見で６月な

いしは７月の利上げ時期についてどの程度踏み込むかが注目される。植田総裁が利上げ

に関してあいまいな方針しか述べられない場合は円売りが加速して、ドル円は１６０円

を超えて一段とドル買い円売りに拍車がかかるとみられる。

　　

　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では政策金利の据え置きが予想されており、結果

は日本時間３０日午前３時に公表される。足元では原油価格の高止まりを受けて、米国

内でもインフレ再加速への警戒感が強まっている。こうした中、声明文の内容やパウエ

ル議長の記者会見におけるインフレ認識に注目が集まっている。

　　

　現在、米国内では期待インフレ率の上昇により「年内の利下げ」観測が後退してお

り、物価の粘着性が意識されれば、「追加利上げ」の可能性さえも議論されかねない状

況にある。パウエル議長が物価動向にどのような見解を示すかが注目される。

　　

　また、引き続き米国とイランの戦闘終結に向けた協議の行方も注視される。原油価格

は高水準で推移しており、エネルギー価格を起点としたインフレへの警戒は根強い。米

国とイランを巡るニュースヘッドラインに左右されやすい展開が見込まれる中、ドル円

は底堅い動きを続ける公算が大きい。１６０円の大台に接近すると政府・日銀による介

入警戒感から上値を抑えられやすくなるものの、下値も限定的だろう。目先の予想レン

ジは１５７．００～１６２．００円。

　　

【ＥＣＢもＢＯＥも政策金利は据え置きか】

　３０日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では政策金利の据え置きが見込まれており、

声明文やラガルド総裁の記者会見に注目が集まっている。イラン紛争が激化する前は、

ＥＣＢの政策金利はおおむね中立金利の水準にあるとみられていた。しかし、原油価格

の上昇や高止まりを背景にインフレ再燃への警戒感が高まっており、市場では年内に２

回程度の追加利上げが必要との見方が強まっている。



　　

　こうした情勢を受け、ラガルド総裁が会見でどのような見解を示すかが焦点となる。

これまで同総裁は、金融政策の判断は「データ次第」と強調してきたが、今回は６月な

いしは７月の利上げ再開について具体的な言及があるかどうかが注目される。今後の利

上げに関するタカ派的なヒントが示されるようであれば、ユーロ買いが加速する展開と

なりそうだ。

　　

　また、引き続き米国とイランの和平協議の進展など、地政学リスクの動向に振り回さ

れる展開となろう。ユーロドルは１．１８４０台まで上昇した後は調整局面に入ってい

る。中東情勢の不透明感がくすぶり、ドルの堅調な地合いが続く中、ユーロドルは軟調

な推移が続くとみられる。目先の予想レンジは１．１５００～１．１８５０ドル。

　　

　３０日の英中銀（ＢＯＥ）金融政策委員会（ＭＰＣ）では、政策金利の据え置きが予

想されている。原油価格の上昇に伴うインフレ再燃への対処が焦点となる。２２日発表

の英消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年比＋３．３％と市場予想通りではあったものの、

前回の＋３．０％から加速した。こうした背景から、市場では英中銀が年内に２回程度

の追加利上げに動くとの見測が広がっている。

　　

　政策金利は据え置きが濃厚ながらも、ＭＰＣ委員による「票割れ」の状況が注目され

る。２月会合では「５（据え置き）対４（利下げ）」という僅差での決定となった。３

月は中東情勢の緊迫化による原油高を受け、全会一致（９名）での据え置きとなった

が、今回はインフレを警戒した「利上げ票」が投じられるのか、あるいは景気減速に配

慮した「利下げ票」が残るのか、その内訳が注目される。

　　

　今回は金融政策委員会（ＭＰＣ）による政策金利および議事録の公表に加え、四半期

に一度の「金融政策報告書」の公表とベイリー総裁の記者会見が同日に行われる。最近

の原油高を背景に、当局のインフレ見通しが上方修正されるかどうかが最大の注目点と

なる。さらに、ベイリー総裁がインフレ抑制と景気配慮のバランスについて、どのよう

な見解を示すかにも関心が集まっている。

　　

　ポンドドルは１７日に１．３６ドルの節目手前まで上昇した後は、もみ合いながら下

落する展開となっている。ドルの堅調な地合いが続く中、ポンドドルは上値の重い推移

が見込まれる。目先の予想レンジは１．３３００～１．３５５０ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標としては、２９日に豪３月消費者物価指数、豪第１四半期

消費者物価指数、独４月消費者物価指数速報値、米３月耐久財受注速報値、米３月住宅

着工・許可件数、カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利、３０日に中国４月製造業ＰＭＩ、中

国４月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ、スイス４月ＫＯＦ先行指数、独４月雇用統

計、独第１四半期ＧＤＰ速報値、ユーロ圏第１四半期ＧＤＰ速報値、ユーロ圏４月消費

者物価指数速報値、ユーロ圏３月雇用統計、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、欧州中央銀行

（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、カナダ２月ＧＤＰ、１日に豪第１

四半期生産者物価指数、スイス３月小売売上高などが予定されている。
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